
①上位の政策名 政策目標９ 豊かな国際社会の構築に資する国際交流・協力の推進

②施策名 施策目標９－３ 大学等による国際協力活動及び国際協力に携わる人材の育成・確保

③主管課 （主管課） 大臣官房国際課国際協力政策室（室長：大山真未）
及び関係課

（課長名）

④基本目標 達成度合い又は
及び達成目標 進捗状況

ア＝ 基本目標９－３ 想定どおり達成（基準年度：１３年度 達成年度：１８年度）
想定した以上に達 大学が有する「知」を活用した国際開発協力を効果的・効率的に進め
成 るために、国際教育協力懇談会（文部科学大臣の私的懇談会）における
イ＝ 議論を踏まえつつ、大学が組織として国際開発協力活動を行うための基
想定どおり達成 盤を整備する。
ウ＝ また、国際開発協力に携わる人材の育成・確保を図る。
一定の成果が上が
っているが、一部 【達成度合い（進捗状況）の判断基準】

、 、については想定ど ア＝プロジェクトを受託した大学数が 当該年度の想定基準に対し
おり達成できなか １００％を上回る場合

、 、った イ＝プロジェクトを受託した大学数が 当該年度の想定基準に対し
エ＝ ８０～１００％の場合

、 、想定どおりには達 ウ＝プロジェクトを受託した大学数が 当該年度の想定基準に対し
成できなかった ５０～７９％の場合

、 、エ＝プロジェクトを受託した大学数が 当該年度の想定基準に対し
ア＝ ４９％以下の場合
想定した以上に順 ※平成１７年度におけるプロジェクトを受託した大学数の想定基準は
調に進捗 ３０
イ＝
概ね順調に進捗 達成目標９－３－１ 想定どおり達成（基準年度：１３年度 達成年度：１７年度）

、 、ウ＝ 大学組織および教員のデータベースを整備し 登録大学を３００大学
進捗にやや遅れが 登録教員を３０００人まで増やすことで、国内大学における国際開発協
見られる 力ポテンシャル（協力可能な教員、途上国への協力実績、協力に関する
エ＝ 抱負等）を把握し、援助機関等の外部機関に対し国内大学を紹介可能と
想定したどおりに する。
は進捗していない

【達成度合い（進捗状況）の判断基準】
ア＝国内大学及び教員のデータベースの登録件数の割合が当該年度

の想定基準に対し、いずれも１００％を上回る場合
イ＝国内大学及び教員のデータベースの登録件数の割合が当該年度

の想定基準に対し、いずれも８０～１００％の場合
ウ＝国内大学及び教員のデータベースの登録件数の割合が当該年度

の想定基準に対し、いずれも５０～７９％の場合
エ＝国内大学及び教員のデータベースの登録件数の割合が当該年度

の想定基準に対しいずれも４９％以下の場合
※達成年度である平成１７年度におけるデータベースの登録件数の想定

基準は登録大学３００大学、登録教員３０００人

達成目標９－３－２ 想定どおり達成（基準年度：１４年度 達成年度：１７年度）
サポート･センターを整備し、同センターを通じ、５の援助機関、１

０の国内外大学関係機関、５のその他連携機関との連携を開始・強化す
ることで、大学等における国際開発協力活動を支援する。

【達成度合い（進捗状況）の判断基準】
ア＝連携した機関数の達成割合が、当該年度の想定基準に対し、

１００％を上回る場合
イ＝連携した機関数の達成割合が、当該年度の想定基準に対し、

８０～１００％の場合
ウ＝連携した機関数の達成割合が、当該年度の想定基準に対し、

５０～７９％の場合
エ＝連携した機関数の達成割合が、当該年度の想定基準に対し、

４９％以下の場合
※達成年度である平成１７年度における連携機関数の想定基準は４２

達成目標９－３－３（基準年度：１４年度 達成年度：１８年度） 想定した以上に達成
、大学における国際開発協力活動を支援するサポート･センターを通じ

大学の国際協力、プロジェクト受託に関する情報の提供、大学からの相
談への対応等、大学が組織として国際開発協力活動を行うための支援を
する。

【達成度合い（進捗状況）の判断基準】
ア＝大学によるプロジェクト受託数が、当該年度の想定基準に対し、

１００％を上回る場合
イ＝大学によるプロジェクト受託数が、当該年度の想定基準に対し、



８０～１００％の場合
ウ＝大学によるプロジェクト受託数が、当該年度の想定基準に対し、

５０～７９％の場合
エ＝大学によるプロジェクト受託数が、当該年度の想定基準に対し、

４９％以下の場合
※平成１７年度におけるプロジェクト受託数の想定基準は３６

達成目標９－３－４ 想定した以上に順調（基準年度：１４年度 達成年度：１８年度）
開発途上国の開発課題を専門とする若手人材が国際開発協力活動等に に進捗

携わることを推進し、人材の育成を図る。

【達成度合い（進捗状況）の判断基準】
ア＝インターン及び就職者の総数が基準年度の２倍以上の場合
イ＝インターン及び就職者の総数が基準年度の１．５倍以上２倍未

満の場合
ウ＝インターン及び就職者の総数が基準年度以上１．５倍未満場合
エ＝インターン及び就職者の総数が基準年度の数未満の場合

⑤ 各達成目標の 達成目標９－３－１
現 達成度合い又 【平成１７年度の達成度合い】
状 は進捗状況 達成目標「大学組織および教員のデータベースを整備し、登録大学を３００大学、登録教員
の （達成年度が を３０００人まで増やす 」の平成１７年度の達成度合いについては、データベースの登録件。
分 到来した達成 数の割合が、登録大学数２６９大学で８９．７％、登録教員数３６０８人で１２０．３％であ
析 目標について ったため、想定どおりに達成と判断。
と は総括）
今 【達成目標期間全体の総括】
後 平成１４年７月に提出された国際教育協力懇談会・最終報告を受け、平成１４年度後半から
の サポートセンターの立ち上げに係る準備を行い、平成１５年７月に正式に開所。大学組織及び
課 教員の当該データベースへの登録状況は、登録大学については３００大学という目標数に達し
題 ていないが、登録教員については３０００人という目標数を達成し、かつ現在まで継続的に順

調に登録がなされていることから、達成目標は全体として想定どおりに達成された。

達成目標９－３－２
【平成１７年度の達成度合い】

達成目標「サポート･センターを整備し、同センターを通じ、５の援助機関、１０の国内外
大学関係機関、５のその他連携機関との連携を開始・強化する 」の平成１７年度の達成度合。
いについては、連携した機関数の割合が援助機関数７機関、国内外大学関係機関数２７機関、
その他連携機関数５機関で９２．９％であったため、想定どおりに達成と判断。

【達成目標期間全体の総括】
平成１４年７月に提出された国際教育協力懇談会・最終報告を受け、平成１４年度後半から

サポートセンターの立ち上げに係る準備を行い、平成１５年７月に正式に開所。サポートセン
ターの活動を通じ、国内外の援助機関等関係機関との連携が構築されたことから、達成目標は
全体として想定どおりに達成された。

達成目標９－３－３
【平成１７年度の達成度合い】

達成目標「大学の国際協力、プロジェクト受託に関する情報の提供、大学からの相談への対
応等を行うことにより、大学が組織として国際開発協力活動を行うための支援をする 」の平。
成１７年度の達成度合いについては、プロジェクト受託数が３９件で１０８．３％であったた
め、想定した以上に達成と判断。

達成目標９－３－４
【平成１７年度の達成度合い】

達成目標「開発途上国の開発課題を専門とする若手人材が国際開発協力活動等に携わること
を推進し、人材の育成を図る 」の平成１７年度達成度合いについては、基準年度（平成１４。
年度）に対し、インターン及び就職者の総数については、９６人で２．１倍であったため、想
定した以上に順調に進捗していると判断。

施策目標（基 【平成１７年度の達成度合い及び総括】
本目標）の達 上記のとおり、達成目標の９－３－１、９－３－２については、目標全体として１７年度で
成度合い又は 想定どおり達成された。また、９－３－３は想定した以上に達成、９－３－４は想定した以上
進捗状況 に順調に進捗している。これによって、基本目標９－３については、プロジェクトを受託した

大学数が１６年度の１６大学から１７年度は３０大学に増え想定基準に対して１００％となっ
ており、大学が組織として国際協力活動を行うための基盤が整備され、国際開発協力に携わる

、 。人材の育成・確保も図られていると考えられることから 想定通り達成したものと判断できる

今後の課題 達成目標９－３－１
（達成目標等 指標が順調に推移していることから、国内大学における国際開発協力ポテンシャル（協力可
の追加・修正 能な教員、途上国への協力実績、協力に関する抱負等）を把握することができ、援助機関等の
及びその理由 外部機関に対し国内大学及び教員を紹介する体制が整いつつある。今後の課題としては、大学
を含む） 等の特徴を活かした組織的かつ戦略的な国際活動の強化を目指すための関連情報の収集や提供

に関する機能の強化に取り組んでいく必要がある。

達成目標９－３－２
施策を推進していくために必要な、サポート・センターと国内外の大学、援助機関等との連

携は着実に進捗している。今後の課題としては、特に独立行政法人国際協力機構（JICA 、国）
際協力銀行（JBIC 、世界銀行（WB）などの核となる機関との実質的な連携の強化を図る必要）



がある。

達成目標９－３－３
平成１６年度までは、プロジェクト受託に関するセミナーの開催数を達成度合いの判断基準

として掲げ、セミナー開催を中心に活動してきた。１７年度以降は、基本目標を踏まえプロジ
ェクトの受託数を基準とし、大学改革におけるプロジェクト受託の位置付け確保や制度上の課
題解決のために有用な手引きを配布したり、特に高い関心を持つ大学に対して個別対応を行う
等、各大学のニーズに応じた支援を行うことに力を入れた。結果として、１６年度に１８件
（ ：６件、 ：１２件）だったプロジェクト受託件数が、１７年度は３９件（ ：JICA JBIC JICA
２１件、 ：１８件）と大幅に増加した。今後は、大学が組織的かつ戦略的に国際開発協JBIC
力活動を行うための、相談・助言・提案に関する機能の強化に取り組んでいく必要がある。

達成目標９－３－４
今後の課題としては、国際機関や援助関係機関等へのインターン数、就職者数のさらなる増

加のため、より多くの学生に国際機関等での実務内容に触れる機会を紹介する等の取組みが必
要である。

以上のほか、基本目標全体としては、大学の「知」をベースにした国際協力活動を実施する
ために、①コーディネーター（目利き人材）の養成・確保、②途上国協力に有用なシーズのデ
ータベース化、③シーズの途上国適用化に必要な資金の確保、④プロジェクトコーディネータ
ーの養成・確保等の取組が必要。

評価結果の 達成目標９－３－１
１８年度以降 これまでの施策の成果を踏まえ、１８年度以降は、新たに大学等の特徴を活かした組織的か
の政策への反 つ戦略的な国際活動の強化を目指すために必要な大学関連情報等の整備を行う。
映方針

達成目標９－３－２
これまでの施策の成果を踏まえ、１８年度以降は、施策の効果的かつ効率的な観点から、サ

（ ）、 （ ）、 （ ）ポート･センターと独立行政法人国際協力機構 JICA 国際協力銀行 JBIC 世界銀行 WB
などの核となる機関との連携の強化を図る。

達成目標９－３－３
これまでの施策の成果を踏まえ、１８年度以降は、大学における国際開発協力活動を支援す

るサポート･センターを通じ、大学のニーズに応じた情報提供や個別対応等、大学が組織的か
つ戦略的に国際開発協力活動を行うための、相談・助言・提案に関する機能の強化を図る。

達成目標９－３－４
これまでの施策の成果を踏まえ、１８年度以降は、国際機関等邦人職員による日本の大学で

の講義等の機会を増進することにより、より多くの学生に国際機関等での実務内容に触れる機
会を設け、国際的な舞台で活躍する人材の育成・確保を図る。

施策目標の達成水準の向上を図るためには、これまでの施策の効果を維持しつつ、さらに開
発途上国の多様な開発課題の解決に向けて大学関係者が有する知見を活用する仕組みを整備し
ていく必要がある。そのための取り組みとして、平成１９年度から新たに大学が有する知的援
助リソースを活用した組織的な国際協力活動の推進を図るための「国際協力イニシアティブ事
業」を実施する。

⑥指標 指標名 １３ １４ １５ １６ １７

269国際開発協力のための大学データベース登録数 （大学 112 240 265
組織、大学教員） 大学 大学 大学 大学

－
1673人 3250人 3560人 3608人（達成目標９－３－１関係）

関係構築がなされている援助・連携機関数 － － 25 38 39
（達成目標９－３－２関係） 団体 団体 団体

プロジェクト受託に関するセミナー開催数 参加大学数 － － 5回 5回 39件、 、
参加人数 － 149
※１７年度以降はプロジェクト受託数を指標とする。 大学
（達成目標９－３－３関係） 230人 306人

開発援助人材養成研究科等から国際機関や援助関係機関
等へのインターンシップ及び就職者等 青年海外協力隊 － 45人 69人 87人 96人（ 、
コンサルタント含む）の総数

（達成目標９－３－４関係）

参考指標 プロジェクト受託数 － － － 18件 39件
（達成目標９－３－１，９－３－２，９－３－３関係）

インターンシップ数 － 24人 41人 57人 72人
就職者数 － 21人 28人 30人 24人
（達成目標９－３－４関係）

⑦評価に用 国際開発協力サポート・センタープロジェクト事業等における活動の成果より評価
いたデー
タ・資料
・外部評



価等の状
況

⑧主な政策 政策手段の名称 政策手段の概要 １７年度の実績
手段 （上位達成目標 （得られた効果、効率性、有効性等）

（過去に新 [17年度予算額]
規・拡充事
業評価を実 サポート・セン 開発協力に関する多様なニーズに対 [得られた効果]
施し、平成 ターの整備 応し、我が国の大学が国際援助機関 ・大学における制度上の課題の明確化と解
１８年度に のプロジェクトに積極的に参画して 決策の提示（ ）達成目標９－３－１

達成年度が いくため、大学組織・大学教員に関 ・先進大学による受託事例の出現と多様化（ ）達成目標９－３－２

到来する事 するデータ ベースを充実するとと ・国際協力ネットワークの形成（ ）達成目標９－３－３

業について もに、国別・分野別の開発協力ネッ ・大学関係者への啓発活動（ ）達成目標９－３－４

は総括） [ 42百万円] トワークの形成を促進するなど、大
学における国際開発協力を促進する [事務事業等による活動量]
ための支援機能（サポート・センタ ・ 大学のための国際協力プロジェクト受「
ー）の充実・強化を図る。 託の手引き」を国公私立大学等に配布。
※平成１６年度事業評価（新規・拡 ・受託相談、支援活動⇒大学が援助機関
充 事業）実施対象 （ＪＩＣＡ：２１、ＪＢＩＣ：１８）か

ら受託等

⑨備考

⑩政策評価 ※基本目標に関する達成度合いの判断基準について、国際開発協力に携わる人材の育成・確保に関す
担当部局 る観点も適切に含めることができないかを検討すべき。
の所見





施策目標９－３（大学等による国際協力活動の推進及び国際協力に携わる人材の育成・確保）
平成１７年度実績評価の結果の概要

基
本
目
標

大
学
が
有
す
る
「知
」を
活
用
し
た
国
際
開
発
協
力
を
効
果
的
・効
率
的
に
進
め
る
た

め
に
、
国
際
教
育
協
力
懇
談
会
（文
部
科
学
大
臣
の
私
的
懇
談
会
）に
お
け
る
議
論
を
踏
ま
え
つ
つ
、

大
学
が
組
織
と
し
て
国
際
開
発
協
力
活
動
を
行
う
た
め
の
基
盤
を
整
備
す
る
。
ま
た
、
国
際
教
育

協
力
に
携
わ
る
人
材
の
育
成
・確
保
を
図
る
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→
想
定
通
り
達
成

大学組織および教員のデータベースを整備し、登録大
学を３００大学、登録教員を３０００人まで増やすことで、
国内大学における国際開発協力ポテンシャル（協力可
能な教員、途上国への協力実績、協力に関する抱負
等）を把握し、援助機関等の外部機関に対し国内大学を
紹介可能とする。
→データベースの登録件数の割合が、登録大学数２６９大学
で８９．７％、登録教員数３６０８人で１２０．３％であったため、

想定どおり達成と判断。

＜達成目標 ９－３－１＞

大学における国際開発協力活動を支援するサポート･セ
ンターを通じ、大学の国際協力、プロジェクト受託に関す
る情報の提供、大学からの相談への対応等、大学が組
織として国際開発協力活動を行うための支援をする。
→プロジェクト受託数が３９件で１０８．３％であったため、想定
した以上に達成と判断。

＜達成目標 ９－３－３＞

サポート･センターを整備し、同センターを通じ、５の援助
機関、１０の国内外大学関係機関、５のその他連携機関
との連携を開始・強化することで、大学等における国際
開発協力活動を支援する。
→連携した機関数の割合が援助機関数７機関、国内外大学関
係機関数２７機関、その他連携機関数５機関で９２．９％であっ

たため、想定どおり達成と判断。

＜達成目標 ９－３－２＞

若手人材の育
成・量的確保

大学と援助機
関・連携機関と
の連携促進

国内大学の国
際開発協力ポ
テンシャルの
把握と外部機
関における認
知拡大・プロ
ジェクトの受託

「大学における国際開発
協力を促進するための
支援機能（サポート・セ
ンター）の充実・強化」
事業
平成１７年度予算額

４２百万円

開発途上国の開発問題を専門とする若手人材が国際開
発協力活動等に携わることを推進し、人材の育成を図る。
→インターン及び就職者の総数については、９６人で２．１倍で
あったため、想定した以上に順調に進捗していると判断。

＜達成目標 ９－３－４＞


